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1 日本の賃金の変化
1.1 労働市場
• 2010 年代において、少子高齢化の進行と就業率の上昇が同時に生じ (Kawaguchi,

Kawata and Toriyabe, 2021) 、コロナ後も大きなトレンドは変化していない

‣ 米国などとは対照的な傾向 (Abraham and Kearney, 2020)

• 賃金は停滞傾向 (玄田, 2017)

1.2 データ
• 民間給与実態統計調査(国税庁)の公開・集計値¹

‣ 事業所が対象とした調査統計

– 本分析では、1 年以上勤続者のみ利用

‣ 毎月勤労統計調査/賃金構造基本統計調査などは、零細企業を含まない

– 平均賃金を過大に算出 (川口, 2013; 総務省, 2021)

• 家計に対する調査 (労働力調査、就業構造基本統計調査)に比べて、回答される給与水準
の信頼性が高い

¹統計表 3-10, 2022 年より復元推定方法が変更 (https://www.nta.go.jp/publication/statistics/
kokuzeicho/minkan2022/minaoshi.htm)
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1.3 実質平均賃金の推移

1.4 実質平均賃金の変化率
• 変数について、共通の定義を用いるために 2010 年以降に分析を限定

• 2010 年を基準年とした平均賃金の変化率

• = 𝑡年の平均実質賃金−2010年の平均実質賃金2010年の平均実質賃金
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1.5 変化率

• 2024 年時点では、2010 年に比べて、1.3 % 程度増加

1.6 属性変化
• 就業者の属性 (性別、年齢)も年々変化

‣ 賃金と密接な関係がある (川口, 2011)

• 属性の変化とその他要因に賃金変化を分解

1.7 分解分析
• Sequential-KOB / Duncun Decomposition (Opacic, Wei and Zhou, 2025)

‣ 直感的な会計的分解分析

‣ 個表データがあれば、機械学習/Nonparametric 推定の手法が活用できる

‣ 民間給与実態統計調査の公開済み集計値からも、部分的な分析が可能

1.8 会計式
• 𝑡 年の平均賃金

= (𝑡年の性・年齢別平均賃金

× 𝑡年の性別内での年齢分布

× 𝑡年の性別分布)の総和
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• 注: すべて就業者内での分布

1.9 分解分析
• 𝑡0 → 𝑡 における平均賃金の変化率

‣ = 性別分布の変化

– 性別の分布のみ、t 年の水準に変化 (他は 2010 年に固定)

‣ + (性別内の)年齢分布の変化

– 年齢分布も、t 年の水準に変化

‣ + 他の要因の変化

– 平均賃金も、t 年の水準に変化

1.10 分解結果

1.11 まとめ
• 平均賃金の変化率について、

‣ 年齢構成の変化は + の影響

‣ 男女構成の変化は − の影響

‣ 影響の大きさは、その他要因と遜色ない
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1.12 補助分析
• 補論で、女性割合の持続的な増加、50 代の増加 (団塊ジュニア)を確認

‣ 女性は平均賃金が低く、50 代男性は最も高い傾向を確認

• 足元で、男性・団塊ジュニア世代による”人口ボーナス”が発生

1.13 補助分析
• 統計表 3-2,3-3 を用いた性別・賃金カテゴリへの分解結果 (補論) から、

‣ 男性については、低賃金帯(300 万円以下)の減少、高賃金帯(1000 万円以上)の増加の
影響が大きい

‣ 女性については、中賃金帯(400~600 万円)の増加も影響が大きい

– 高賃金帯の影響は少ない

– “ガラスの天井”を確認

1.14 含意
• 女性労働者の低賃金傾向が、賃金上昇を抑制

‣ 男女間賃金格差の是正は、引き続きの課題

• 現状の賃金分布を前提とすると、団塊ジュニア世代による”人口ボーナス”は、“人口
オーナス”に変化すると予想される

‣ 軽減するためには、高齢者雇用関連の制度変更や賃金カーブのフラット化が必要

1.15 先行研究: 出産²
• 出産の影響: Fukai and Kondo (2025)

‣ 男性に比べて、女性の賃金は出産により大きく低下し、四年後にも残存

• 保育所: Fukai and Kondo (2024)

‣ 認定保育所へのアクセスは、主に非就業化を減らす経路を通じて、所得が上げる

• 現状、より長期的な賃金・キャリアへの効果は不透明?

1.16 先行研究: 出産
• 50 代において、男女間賃金格差は最も大きくなる

• 人事制度: Okuyama, Murooka and Yamaguchi (2025)

‣ 出産が賃金へ当たる影響を企業内部の人事データを用いて検証

‣ 短期的には労働時間の短縮、中期的(15 年後)には、職位給への影響が支配的

²直近の研究を紹介しており、peer review
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‣ メカニズム「労働時間の短縮 → 業績評価の低下 → 職位への影響」を示唆

• 長期雇用における賃金上昇には、人事制度の見直しが必要

1.17 先行研究: 最低賃金
• 低賃金帯に対して、直接的な影響を持ち得る

• Mori and Okudaira (2025)

‣ 女性について、最低賃金の効果は、 benefit cliffs (“年収の壁”)により減退している

‣ 一部の労働者は基準値以下に所得を止めるために、労働時間を調整している

• Kitao and Mikoshiba (2022) : “配偶者”関連の制度が、女性の低い就業率・賃金に大
きな影響を与えている

1.18 先行研究: 高齢者雇用
• 高齢者雇用の促進政策: Kondo and Shigeoka (2017)

• 年金支給年齢の引き上げ: Kitao and Takeda (2025), Nakazawa (2025)

‣ 労働供給の増加をもたらす

• 賃金への影響は不透明?³

2 再就職市場
2.1 背景
• 企業間労働移動は、賃金や労働生産性を高める重要な経路 (Schoefer, 2025)

• 報告者: ハローワークの個表データをもとに、日本の転職市場の分析

‣ 民間人材マッチングサービスを用いた分析も計画

2.2 賃金分布の時系列変化
• 2016-2019 年・フルタイムにおいて、求職者が希望する名目平均賃金は 4.96 %、求人

が提示する賃金の上限は 3.94 %, 下限は 4.19 % 上昇

‣ 同期間における、名目平均賃金の上昇 3.50 % (民間給与実態統計調査) を上回る

‣ Fukai et al. (2025) : 実効求人割合 (希望賃金を上回る賃金を提示している求人の割
合)は安定的に推移

• 提供されているデータが 2020 年 4 月までであり、足元の状況はよくわからない

³Nakazawa (2025) は貯蓄や消費への影響も分析
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2.3 男女間格差
• 2019 年 4 月・フルタイムの男性の平均希望賃金 = 23.3 万円、女性の平均希望賃金 =

19.2 万円

‣ Gap = 女性/男性 = 82.3 %

‣ ハローワークにおいても、希望賃金格差 (Roussille, 2024) / Gendered job search
(Basbug and Fernandez, 2025) が存在

• Fukai et al. (2024) : 年齢/地域/職種の中で、男女間職種分断が最も格差を説明する

‣ しかしその他要因が、5 倍以上大きい

‣ 中年層における格差が大きい

2.4 含意
• 2016-2020 年 4 月までのハローワークにおいて、希望/提示賃金は、就業者の賃金上昇

を上回るペースで上昇していた

‣ 希望賃金に、顕著な男女間格差があり、そのパターンは就業者における格差と類似

2.5 今後の研究課題
• 個表データを用い、異質性をしっかり考慮した、分析

‣「団塊ジュニア世代の退職/再雇用」が迫る中で、全体平均値による議論はミスリード
につながる恐れが高い

• 足元や民間マッチングサービスデータを用いた入職プロセスの分析

‣ 日本全体を代表するデータが想定しにくく、複数のデータからの結果を統合的に分
析する必要がある

3 補論: 方法
3.1 観察される平均値
• 基準年 (2010)における観察される平均値は、

𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0] =

∑
𝑋,𝐺
(𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0, 𝑋,𝐺] × 𝑓(𝑋 ∣ 𝑡0, 𝐺) × 𝑓(𝐺 ∣ 𝑡0))

• 𝑌 = 実質賃金、𝐺 = 性別、𝑋 = 性別以外の属性、𝑡0 = 時点(年)

3.2 Counterfactuals
• 𝐺 の分布のみ 𝑡 に変化: 𝜃𝐺 =
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∑
𝑋,𝐺
(𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0, 𝑋,𝐺] × 𝑓(𝑋 ∣ 𝑡0, 𝐺) × 𝑓(𝐺 ∣ 𝑡))

• 𝑋 の条件付き分布が 𝑡 に変化: 𝜃𝑋 =

∑
𝑋,𝐺
(𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0, 𝑋,𝐺] × 𝑓(𝑋 ∣ 𝑡,𝐺) × 𝑓(𝐺 ∣ 𝑡))

3.3 Decomposition
• 𝐸[𝑌 ∣ 𝑡] − 𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]

= 𝐸[𝑌 ∣ 𝑡] − 𝜃𝑋
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]⏟⏟⏟⏟⏟⏟⏟

𝐸[𝑌 ∣𝑋,𝐺,𝑡]−𝐸[𝑌 ∣𝑋,𝐺,𝑡0]に起因

+ 𝜃𝑋 − 𝜃𝐺
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]⏟

𝑓(𝑋∣𝐺,𝑡)−𝑓(𝑋∣𝐺,𝑡0)に起因

+ 𝜃𝐺 −𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]⏟⏟⏟⏟⏟⏟⏟

𝑓(𝐺∣𝑡)−𝑓(𝐺∣𝑡0)に起因

4 補論: 性別・年齢分解
4.1 定義
• 𝐺 = 性別

• 𝑋 = 5 歳刻みの年齢グループ

4.2 𝑓(𝑋,𝐺 ∣ 𝑡)
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4.3 𝐸[𝑌 ∣ 𝑡,𝑋,𝐺]

5 補論: 性別・賃金カテゴリ分解
5.1 定義
• 𝐺 = 性別

• 𝑋 = 年収グループ (100 万円)

5.2 Detail Decomposition
•「𝑋 の条件付き分布が 𝑡 に変化」した影響を、𝑋ごとに分解

𝜃𝑋 − 𝜃𝐺
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]

= ∑
𝑋,𝐺

𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0, 𝑋,𝐺] − 𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0, 𝐺]
𝐸[𝑌 ∣ 𝑡0]

× (𝑓(𝑋 ∣ 𝑡,𝐺) − 𝑓(𝑋 ∣ 𝑡0, 𝐺))𝑓(𝐺 ∣ 𝑡)
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5.3 Detail Decomposition

5.4 𝑓(𝑋,𝐺 ∣ 𝑡)
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